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長野県は全がんによる死亡者調整粗死率が67.3％と全国的にみて
も一番低いレベルだが、がんは高齢化により発症リスクが高まる
ことから、全国的に高齢化率が高い当県は今後、がんによる死亡
者数が増加していくと考えられている。諏訪赤十字病院は2008年
に地域がん診療連携拠点病院（以下拠点病院）に指定された。拠
点病院の役割としてがん対策推進基本計画にのっとり、がん医療
の充実と院内の整備体制、相談支援や情報提供などを実施してい
る。がんに関する市民向け講演会、化学療法・放射線療法講演会、
緩和ケア研修会、諏訪地域緩和ケア事例検討会など、様々ながん
に関する取り組みを行ってきた中で二次医療圏内全体での地域連
携が必要とされてきている。当院では今まで、これらの講演会な
どは、各部門が窓口となり企画・運営してきた。しかし、がんに
関する院内での情報共有が出来ず、各部門で業務が煩雑になって
いた。そこで、2012年4月よりすべてのがんに関する窓口を一本
化し、データーの迅速な呈示に向けた管理・整理を図るため、協
議し、がん専従の事務が配置された。業務内容は、拠点病院の整
備事業のとりまとめ、院内の連絡調整、診療体制の進捗状況の把
握や近隣医療機関との連携調整、迅速な情報収集と提供などであ
る。窓口が一本化されたことにより、情報が分散せず国や県から
のがんに関連した情報、拠点病院の整備事業、院内外の様々なが
ん研修のとりまとめがされ、近隣病院からの問い合わせに際しス
ムーズな対応が出来る様になった。事務の立場から、各施設と協
力をして諏訪地域のがん診療連携体制を整備し、研修会等の運営
の管理や広報、情報の共有化を行い、患者・家族にひいては市民
に質の高い医療を提供してゆけると考えている。
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【はじめに】平成２４年３月２日、地域の人々に役立つ医療情報
を提供する場を持ちたいという当院の長年の夢、患者図書室「ひ
だまり」がオープンした。患者図書室は、地域医療支援病院、地
域がん診療連携拠点病院としての役割、機能を発揮して、当院の
目指す医療「患者さんの権利と意志を尊重し、患者さん中心の医
療と看護を提供する」の実践に欠かせないものと考えている。
【患者図書室の目的】１．患者・家族と医師等とのコミュニケー
ションを円滑にし、納得して積極的に医療へ参加することを支
援する。２．医師等から患者・家族への医療に関する説明の質
と効率を向上する。３．患者・家族に、「癒しの場」を提供する。
４．地域の人々に、健康・保健・医療・福祉に関する情報を提供し、
健康教育活動や予防保健活動を支援する。
【患者図書室の概要】１．場所・面積：病院正面玄関入ってすぐ
右側。総面積74平米（図書室57平米、相談室２室17平米）２．閲
覧環境：木目調の書架や家具・絵画や植物を配置して、明るく暖
かい空間。３．蔵書数：病気や治療、食事療法・栄養、検査・薬、
子ども向け医療の本など約900冊、DVD約150本。４．閲覧・貸出：
平日９時から17時まで、誰でも自由に閲覧可能。当院の診察券が
あれば入院・外来患者を問わず２週間貸出可能。５．メディア：
インターネット検索端末２台、DVD／CD視聴TV１台、コピー機
１台を配置。６．相談室：患者・家族からのがん相談や医療福祉
相談に対応。
【利用状況】３月に開設してから５月までに延べ2,500人余（１日
平均約40人）が図書室を利用し、月平均170冊を貸し出している。
【今後の課題】患者が受けている治療について、医療・生活の両
面から支える情報を提供できるよう、蔵書の種類や冊数を増や
し、リファレンス機能を強化したい。癒しの空間としての環境作
りにも取り組みたい。
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【はじめに】東日本大震災では東京都武蔵野市においても震度５
弱の地震を記録した。大きな被害はなかったが、食料品・ガソ
リン等の物資不足、計画停電等市民の生活に影響を及ぼした。ま
た介護サービスが滞る事態が発生し、災害時要援護者の生活に支
障が生じた。当センターでは２年前より要援護者の支援方法を検
討、地域防災訓練の中で実践してきた。その取り組みと課題につ
いて報告する。
【取り組み・経過】武蔵野市では平成１９年から災害時要援護者
事業を開始した。その後、地域防災訓練の中で要援護者支援の検
討がなされ、当センターも訓練の企画に参画する事となる。平成
２２年には（１）自主防災組織に対して災害時要援護者となる高
齢者・障害者の疾患・障害特性や支援方法の理解に向け講座を開
催した。（２）防災訓練では模擬被災者の中に要援護者を含めた
トリアージ訓練を行い、避難所と医療救護所へ搬送する訓練を行
なった。平成２３年には要援護者の安否確認訓練を行なった。ま
た避難所内では介護トリアージにて一般避難者にまぎれた要援護
者を選別し、福祉避難室に誘導する訓練を行なった。
【課題・考察】当センターは地域住民が要援護者を理解・支援でき
るよう上記の訓練を通して取り組んできた。発災時、災害拠点病
院、告示病院、救護所、避難所がそれぞれの役割機能を果たさな
ければならない。そのためにも真に必要な人が災害拠点病院機能
を利用する事が出来るよう１．地域住民の防災力向上や減災対策
２．現在ケアの必要な人が発災後、生活・医療に関わる課題がわ
かる事が重要となってくる。在宅避難者が多い都市部においては
市区レベルの防災計画に地域住民と協働・整合性をもたせる事が
必要である。
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東日本大震災における石巻圏合同救護チーム本部付事務業
務は、主に救護班の受付、救護班と院内担当者間の連絡
調整、クロノロジーの作成、アセスメントシートの作成、
ミーティング議事録作成などであった。
本社及び支部より本部付事務の継続的派遣が開始された後
は、データの記録・整理業務のほか、合同救護チーム統
括者の秘書業務として、データの集計や休日の来客対応も
行った。
合同救護チーム統括者が外科医師として通常業務再開後は、
並行して震災関連のマスメディアの取材や多数の講演依頼
があったため、取材セットの準備、救護活動の記録・整理、
講演会に関する交通機関の往復チケット・宿泊手配等の事
務手続きなどの業務が新たに発生した。さらに、院内の職
員が学会等で発表するための必要なデータ集計業務も出現
した。
救護活動終了後も合同救護チーム統括者への震災関連の取
材、講演などの業務が継続したため、通常業務と並行して
これらの秘書業務も引き続き行った。
災害時における適確な現地救護活動を行うためには、今回
の合同救護チームのような救護本部の機能が大変重要であ
る。
これらをふまえ、我々の経験した合同救護チーム本部付事
務業務について報告する。
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 一般演題
